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アブストラクト
　新しい環境報告ガイドラインについて、平成29年3月に発表された「環境報告ガイドラ
イン及び環境会計ガイドライン決定に向けた論点整理」をもとにその特徴や問題点を考察
する。
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1．はじめに
　環境問題の深刻化にともなって、環境省は企
業を対象とした「環境報告ガイドライン」、「環
境会計ガイドライン」を公表してきた。最新版
は「環境報告ガイドライン（2012年版）」、「環
境会計ガイドライン（2005年版）」であるが、
公表以来年数がたち、また企業に求められる開
示情報も変化しているので、新しいガイドライ
ンの設定が必要となってきた。そのため、
2017年3月「環境報告ガイドライン及び環境会
計ガイドライン決定に向けた論点整理」（以下
では「論点整理」と略記する）が発表された。
本ノートでは、この「論点整理」をもとに、そ
の特性や問題点を考察する。
2．環境報告ガイドライン
　環境省は環境問題の深刻化を受けて、企業の
環境報告に対するガイドラインを2004年3月に
「環境報告ガイドライン（2003年版）」として
設定した。その後、2007年6月に改定され、「環
境報告ガイドライン－持続可能な社会を目指し
て（2007年版）」として公表された。2007年
版は以下のような構成となっていた。
研究ノート
環境報告ガイドラインについて
荒　井　義　則
第1章　環境報告書とは何か
第2章　環境報告の記載項目の枠組み
第3章　環境報告における個別の情報・指
標
第4章　「社会的取り組みの状況」を表す
情報・指標
第5章　環境報告の充実に向けた今後の課
題
　さらに第5章の後に「環境報告書の記載事項
等の告示」、2003年版と比較が一覧できる表、
主要な指標等の一覧、用語解説、Q&A、チェッ
クリストなどが掲載されている。
　その後2007年版を改定した「環境報告ガイ
ドライン（2012年版）」が発表された。2012
年版は以下のような構成になっている。
序章
1．環境報告の位置付け
2．環境報告ガイドラインの改定にあ
たって
3．これから環境報告を始める事業者の
方へ
第一部　環境報告の考え方・基本指針
第1章　環境報告の考え方
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1．環境報告とは何か
2．環境報告と環境配慮経営
3．ステークホルダーと環境報告
第2章　環境報告の基本指針
1．環境報告の一般原則
2．環境報告の重要な視点
3．環境報告を実施する上での基本事項
第3章　環境報告の記載枠組み
第二部　環境報告の記載事項
第4章　環境報告の基本的事項
1．報告にあたっての基本的要件
2．経営責任者の緒言
3．環境報告の概要
4．マテリアルバランス
第5章　「環境マネジメント等の環境配慮
経営に関する状況」を表す情報・
指標
1．環境配慮の方針、ビジョン及び事業
戦略等
2．組織体系及びガバナンスの状況
3．ステークホルダーへの対応の状況
4．バリューチェーンにおける環境配慮
等の取組状況
第6章　「事業活動に伴う環境負荷及び環
境配慮等の取組に関する状況」を
表す情報・指標
1．資源・エネルギーの投入状況
2．資源等の循環的利用の状況（事業エ
リア内）
3．生産物・環境負荷の産出・排出等の
状況
4．生物多様性の保全と生物資源の持続
可能な利用の状況
第7章　「環境配慮経営の経済・社会的側
面に関する状況」を表す情報・指
標
1．環境配慮経営の経済的側面に関する
状況
2．環境配慮経営の社会的側面に関する
状況
第8章　その他の記載事項
1．後発事象等
2．環境情報の第三者審査等
「環境報告書の記載事項等に関する告示」
と本ガイドラインとの比較
本ガイドラインと「環境報告書ガイドラ
イン（2007年版）」との比較
　「論点整理」の対象となる新しい環境報告ガ
イドライン（及び新しい環境会計ガイドライン）
は「環境報告ガイドライン（2012年版）」（及
び「環境会計ガイドライン（2005年版）」）の
改訂版と位置づけられる。次節では「論点整理」
の内容を概観する。
3．「論点整理」の概観
　以下では「論点整理」を概観する。
（1）環境報告の背景（国内外の状況）
　「論点整理」は改定の背景として以下の3点
を挙げている（p3）1。
①「我々の世界を変革する：持続可能な開
発のための2030アジェンダ（SDGs）」
（2015年9月）や「パリ協定」（2016年
11月）の発効など国連が主導する持続
可能な社会への移行を促進する国際的枠
組みが確立されて、持続的発展は人類共
通の目標として国際的に認知され始め
た。また、それを実現するための政策強
化が事業者の事業環境に構造的な変化を
もたらし、事業活動にも大きな影響が出
るようになった。
②持続可能な社会への移行に伴う事業環境
の変化で、事業者が気候変動、資源制約、
人権問題などの重大な環境・社会・ガバ
ナンス（ESG）課題にバリューチェーン
を含めて直面するようになり、その対応
に投資の成否を依存する投資家が、事業
者のESG報告に著しく関心を持つように
なった。
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③投資家の情報ニーズは、ESG報告を制度
的な財務報告の枠組みで対応する国際的
動向を生み出している。そこでは、事業
者は、ESG報告において、事業活動の環
境・社会に対する重大な影響を明らかに
し、そのリスクと機会の財務的な影響を
開示することが求められている。
　地球環境問題、特に地球の温暖化は世界に多
大な影響を与え始めており、理論的な段階から
現実の世界における被害を想定しなければなら
ない状況へと変化している。この状況下で、パ
リ協定が発効したことは温暖化対策の大きな前
進となっている。「環境にやさしい企業」が社
会から評価され、その結果投資家が企業の環境
対策に重大な関心を寄せるのも当然のことであ
る。ただし、投資家の第一の目的は投資に応じ
た利益の獲得であるから（このこと自体は誤り
ではない）、必ずしも企業の環境対策（環境に
対する支出）を全面的に支持するとは限らない。
この点は留意すべきである。
　また、財務報告、環境報告、安全報告など多
種多様な報告書を読みこなし、さらにそれらの
関係を考察することは投資家や利害関係者に
とっては大きな負担となるので、環境をESG報
告の中で捉え、さらに財務報告との関連も明示
するという要求は妥当である。ただし、ESG報
告の枠組みで環境問題のすべてを取り扱うのは
不可能であり、扱えない部分が出てくるのは明
らかである。さらに、財務報告との関連を考慮
すれば、環境問題の貨幣価値による評価という
問題が発生する。現時点では、すべての環境問
題を厳密に問題なく金額で表す方法は存在せず
（貨幣価値で表す方法はいろいろと提示されて
いるが）、扱いきれない部分が生じる。これら
の点は留意すべきである。
（2）基本コンセプト
　「論点整理」では改定のスタンス（基本コン
セプト）を以下のように示している1。
①国際的には環境報告からESG報告に実務
動向が変化しているが、「環境報告ガイ
ドライン（2012年版）」及び「環境会計
ガイドライン（2005年版）」は共に、当
初から環境情報の開示スキームとして設
計されており、その立場は今回の改訂に
おいても変更しない。
②適切に機能するESG報告全体の枠組み作
りを前提として、ESG報告に親和性の高
い環境報告の枠組みを設計する。
③環境と経済の好循環を促進するために、
環境報告の普及を一層加速させて、先進
的な事業者だけでなく、中規模以下の事
業者も利用しやすいガイドライン作りを
目指す。その実現手段として、ガイドラ
インをよりコンパクト化し、重要な記載
事項の決定原則、“comply or explain”
アプローチ、標準的に記載する事項の関
係をさらに明確にして、利用者の利便性
向上を図る。
④事業者が気候変動や資源制約のような重
要な環境課題への対応を適切に伝えられ
るように開示する情報内容の質を向上さ
せるとともにバリューチェーンへの拡大
に焦点をあてて、これまでの多くの事業
者にとって開示が困難であった詳細な情
報の収集方法や計算・加工方法について
も具体的な指針を提供する。
⑤新たに、長期ビジョン等の将来見通し情
報の開示を促し、報告バウンダリの考え
についても一層明確にできるよう工夫す
る。また、環境報告ガイドラインに環境
会計スキームを組み込む方策や、統合報
告的な環境情報と財務情報の関連付け手
法を導入する方策についても検討し、将
来的にそれらの微調整が可能になるよう
に、ガイドラインのモジュール化を試み
る。
　以上のスタンスより、両ガイドラインの特徴
が以下のように要約できる。
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1．環境情報開示スキームという独立性は保
ちながらも他の報告書との関連の強化。
2．中規模以下の事業者も対象とした普及の
加速化とそのための方策。
3．重要な環境課題への対応やバリュー
チェーンへの拡大、長期ビジョンなどの
開示
4．微調整が可能となるモジュール化
（3）論点
　「論点整理」では以下の12個の論点（①～⑫）
が示されている（p9）。
　ガイドライン改定の前提
①改定の目的
②両ガイドラインの利用者
　ガイドライン改定にあたって考慮すべき事項
③国際的な基準・ガイドライン等
④重要な事項を網羅する情報開示
⑤ESG報告全体の枠組み
⑥報告バウンダリ
⑦環境情報の信頼性
⑧業種別KPI
　事業者による環境情報開示の内容
⑨長期ビジョン
⑩環境会計
　ガイドラインの普及・促進
⑪ガイドラインの利用しやすさへの配慮
⑫環境情報開示の促進策
　とくに重要な論点として以下の4つが示され
ている（p5）。
　1）主たる利用者
幅広い利用者にとって利用しやすいガイ
ドラインの構造設計を検討する。
すべてのステークホルダーの情報ニーズ
に応えられるガイドラインとする。ただ
し、持続可能な社会への移行に伴って、
ESG報告に重大な関心を有するように
なった投資家の視点にはとくに配慮し、
環境報告の情報内容を検討・刷新する。
　2）ESG報告全体の枠組みにおける環境報告
の位置づけ
持続可能な社会への移行に伴って、事業
者の事業活動が社会全体に与える重要な
影響が、環境面だけでなく社会面にも及
んでおり、両者は多くの場合密接にリン
クしている。そのため、環境報告単独よ
りもESG報告の形態で環境報告を実施す
る方向へと実務がシフトしている。また、
重要なESG課題の財務的な影響に対する
情報ニーズも高くなっていることから、
諸外国では、ESG報告を制度的な財務報
告の枠組みに組み込む動きがあり、また、
国内外において、情報の一覧性を向上さ
せるために財務情報とESG情報を関連づ
ける開示手法の開発が進められている。
こうした状況を踏まえて、ESG報告に親
和性の高い環境報告のあり方を検討し、
ガイドラインの改定に反映する。
　3）事業者とステークホルダーにとっての重
要な情報
気候変動・資源制約など事業者とステー
クホルダーにとって重要な環境課題につ
いて、リスクと機会の両面からより詳細
な情報開示要求に応えられるようにす
る。その際、事業者とステークホルダー
の負担軽減のために、ガイドラインが取
扱う重要な情報を絞り込む。
　4）普及促進策
環境報告書の質的向上、環境報告書作成・
公表の事業者拡大を図るために、環境コ
ミュニケーション大賞の運営のほか、事
業者のインセンティブとなるような普及
促進策を検討する。
　以上の1）～ 4）より、重要な論点の特徴が
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以下のように要約できる。
1．幅広い事業者に利用しやすいガイドライ
ン
2．すべてのステークホルダーの情報ニーズ
に応えられるガイドライン
3．ESG報告と親和性の高いガイドライン
4．財務報告の枠組みに組み込めるガイドラ
イン
5．環境報告書作成・公表事業者数の拡大が
見込めるガイドライン
6．重要な環境課題についての詳細な情報開
示と負担軽減のための情報の絞込み
（4）盛り込まれる内容（例）
　ガイドライン本体に含める標準的な情報の例
として、以下が想定される（p6）1
①リスク管理及び機会獲得のためのガバナ
ンス
②マネジメントアプローチ（事業環境）
③気候変動への対応
マネジメントアプローチ、温室効果ガス
排出（・エネルギー消費）に関するリス
ク・機会認識、対応戦略、対応状況
④資源制約への対応
マネジメントアプローチ、資源消費・廃
棄物排出に関するリスク・機会認識、対
応戦略、対応状況
⑤水ストレスへの対応
マネジメントアプローチ、取水の水量・
水質に関するリスク・機会認識、対応戦
略、対応状況
⑥生物多様性への対応
マネジメントアプローチ、バリュー
チェーン（主に最上流の原材料の採取部
分を想定）に関するリスク・機会認識、
対応戦略、対応状況
　これらの内容を見ると、以前にも増して地球
環境問題（水も含む）への対応が重要視されて
いるが、温暖化などの地球環境問題が顕在化し
ている現状では適切な内容である。
4．単独環境報告の存在意義
　新しいガイドラインは今までと同様「環境情
報の開示スキーム」として設計される。しかし
ながら、「重要な論点」ではESG報告との親和
性を考慮し、財務情報との関連も考慮するとし
ている。また、負担を軽減するために環境情報
を絞り込むとしている。このような条件下では、
記載されない環境情報が生じてしまう。大半の
投資家の最大の関心事は投資に対する見返り
（支出に応じた利益）であり、そのためESG報
告や財務報告への組み込みを必要としているの
であって、環境が第一ではない（このこと自体
は誤りではない）。
　一方で、地球温暖化などの地球環境問題は深
刻さを増しつつあり、現実に被害を及ぼし始め
ている。真剣な国際的対応が求められている。
　これらの状況を踏まえて、ESG報告用として
最低限必要な環境情報（ESG報告書の中で発表）
を作成してESG報告書に提供し、同時に単独で
必要な環境情報を最大限含んだ環境報告書を作
成する。ESG報告書に提供する環境情報は最大
限の情報を含んだ環境報告書から提供すればよ
い。このような方法で環境報告書を作成すれば、
投資家をはじめとするステークホルダーはESG
報告書のみで（環境情報は）十分であり、また、
環境問題に最大の関心があるステークホルダー
は環境報告書を閲覧すればよい。さらに、この
ような形で作成された環境報告書は地球温暖化
をはじめとする地球環境問題の重要な資料にも
なりうる。作成・公表する事業者には二度手間
になり負担は増大するが、環境報告書の中の情
報でESG報告に親和性の高いものを選んで提供
するだけであるから、大きな負担とはならない。
「論点整理」とは異なる点もあるが、このよう
な方式の実施が望まれる。
5．中小企業用の環境報告ガイドライン
　環境報告書を作成・公表する事業者数を拡大
していく必要は依然として存在している。「論
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点整理」では
わが国の上場企業であっても、これまでス
テークホルダーにとって十分な環境情報の
開示を行ってなかった事業者が一定数存在
する。
と述べられており（p56）、さらに
もし仮にこれから情報開示を開始すること
を目指すとしても、社内の人員、予算、ス
キル等に制約があり、事業者の独力だけで
は十分な品質の環境情報開示ができないこ
とも想定される。
と述べられている（p56）。
　上場企業でもこのような状況が起きる可能性
があるとすれば、中小事業者においては環境情
報の作成・開示を実施しようとしても、同様の
理由で実施できない場合が上場企業の場合より
もはるかに多くなることが想定される。ただ 
し、環境問題は上場企業だけでの問題ではなく
中小事業者にとっても重要な問題であるから、
零細事業者は除くとしても中小事業者にも環境
情報開示を促進させたい。この点で参考になる
のが「企業会計」である。企業会計は「企業会
計原則」とその後設定された「会計基準」をも
とに実施されている。ただ、中小会社にとって
はかなりの負担になるので、中小会社が準拠す
べき会計の枠組みとして「中小企業の会計に関
する基本要領」が2012年2月に公表された。環
境報告も会計のように「中小事業者（中小企業）
用の環境報告ガイドライン」を作成・公表し、
中小事業者にも普及を図るべきである。今まで
の環境報告ガイドラインもこの点を考慮してい
なかったわけではない。2012年版では“comply 
or explain”アプローチを採用しており、当然、
新しい環境報告ガイドラインにも採用される。
この方式では細則については事業者の裁量権を
認め、それゆえ事業者の規模に応じた利用が可
能であるということになっている。しかしなが
ら、自らの裁量で情報開示をできる中小事業者
はそれほど多くはない。中小事業者用のガイド
ラインは細かいところまで定めた細則主義で作
るべきである。
6．おわりに
　本ノートでは、「論点整理」の内容を考察し、
最大限の環境情報を扱う単独環境報告と最低限
必要な環境情報を扱うESG報告用の環境情報報
告（単独環境報告から作成）の両方が必要であ
ること、中小事業者用の環境報告ガイドライン
が必要であることを呈示した。自然資本や統合
報告との関連など論ずる点は多々あるが、これ
らについては今後の研究対象としたい。
注
1．①、②、③などの番号はこの拙稿で加えた
ものである（「論点整理」には記載されて
ない）。
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